




























































































































































Ⅰ.　重要な会計方針

平成２６年度より、改定後の地方公営企業会計基準を適用して、財務諸表等を作成している。

１　　たな卸資産の評価基準及び評価方法 回収不能見込額を計上している。

・ 貯蔵品　　先入先出法による原価法による。 ４　　消費税及び地方消費税の会計処理

2　　固定資産の減価償却の方法

Ⅱ.　予定貸借対照表等関連

・ 減価償却の方法　　　　　定額法による。 １  　平成３０年度予定貸借対照表関連

・ 主な耐用年数 （１） 企業債の償還に係る他会計の負担

　 建物　　　　　　　　　　  　  １５～５０年 貸借対照表に計上されている企業債（当該年度末日の翌日から起算して１年以内に

　 構築物　　　　　　　　　　　１０～６０年 償還予定のものも含む。）のうち、他会計が負担すると見込まれる額は２８８，３８３，０００円

　 機械及び装置　　　　　   　６～２０年 である。

　 車両運搬具　　　　　　　　　４～　５年 ２  　平成２９年度予定貸借対照表関連

　 工具器具及び備品　　　 　３～１５年 （１） 企業債の償還に係る他会計の負担

（２）  無形固定資産（リース資産を除く。） 貸借対照表に計上されている企業債（当該年度末日の翌日から起算して１年以内に

・ 減価償却の方法　　　　　定額法による。 償還予定のものも含む。）のうち、他会計が負担すると見込まれる額は３０１，８９８，０００円

・ 主な耐用年数 である。

　 ダム使用権 　　　　　  　  ５５年 Ⅲ.　リース契約により使用する固定資産

（３）  リース資産 １　　リース取引の処理方法

・ 所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産 リース料総額が３００万円以上のファイナンス・リース取引については、通常の売買取引

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法による。 に係る方法に準じた会計処理を行っている。

３　　引当金の計上方法 リース料総額が３００万円未満のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取

（１） 退職給付引当金 引に係る方法に準じた会計処理を行っている。

職員の退職手当の支給に備えるため、当該年度末水道局在籍職員にかかる退職手 ２　　リース会計に係る特例措置

当の要支給額に相当する金額を計上している。 所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に

（２） 賞与引当金 準じた会計処理によっている。

職員の期末手当及び勤勉手当の支給並びに職員の期末手当及び勤勉手当に係る 3　　平成３０年度末日における所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る未経過リース

法定福利費の支出に備えるため、当該年度末における支給見込額並びに支出見込額 料相当額

に基づき、当該年度の負担に属する額を計上している。 １年内　２,６２３，０００円　　１年超　２，６２３，０００円　　計　５，２４６，０００円

   注記

（３） 貸倒引当金

債権の不納欠損による損失に備えるため、債権残高に直近の貸倒実績率を乗じて、

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

（１）　有形固定資産（リース資産を除く。）
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Ⅳ.　その他の注記

１　　新会計基準移行に係る経過措置

（１） 修繕引当金に関する経過措置

平成２６年３月３１日以前に引き当てられたものについては、引き続き従前の例によ

り取り崩すこととする。

（2） リース資産に係る経過措置

リース取引開始日が平成２６年３月３１日以前の所有権移転外ファイナンス・リース取

引については、引き続き通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

2　　引当金の取崩し

（１） 退職給付引当金の取崩し

平成２９年度において、退職手当として ２０，１９８，０００円を支給することとなったた

め、退職給付引当金 ２０，１９８，０００円を取り崩す。

平成３０年度において、退職手当として ５９，２８３，０００円を支給することとなったた

め、退職給付引当金 ５９，２８３，０００円を取り崩す。

（2） 賞与引当金の取崩し

平成２９年度において、期末手当及び勤勉手当として ６７，６０４，０００円を支給し、

当該手当に係る法定福利費として １２，５８９，０００円を支出することとなったため、賞与

引当金 ２７，５８４，０００円を取り崩す。

平成３０年度において、期末手当及び勤勉手当として ６９，５５６，０００円を支給し、

当該手当に係る法定福利費として １６，１７９，０００円を支出することとなったため、賞与

引当金 ２６，５１６，０００円を取り崩す。

（３） 貸倒引当金の取崩し

平成２９年度において、債権の不納欠損による損失として １，１３７，０００円を計上す

ることとなったため、貸倒引当金 １，１３７，０００円を取り崩す。

平成３０年度において、債権の不納欠損による損失として １，１５１，０００円を計上す

ることとなったため、貸倒引当金 １，１５１，０００円を取り崩す。
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